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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質か らいって世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶ

ためには,ま ず第一に,国 際間に統一された合意を必要 とする。そのため,

郵便及び電気通信の基本的な国際機関である万国郵便連合(UPU)や 国際

電気通信連合(ITU)は,他 の国際機関に先がけて早 くか ら設立され,既 に

100年 に及ぶ歴史を有 し,ま た加盟国数においても140か 国を超す大きな組織

となっている。

UPUは,郵 便料金の均一化 と郵便物継越 しの自由の保障によって,国 際

間の郵便交換をあたかも国内郵便のように自由かつ円滑に行 うことにその活

動の重点を置いてきた。

しか し,1960年 代に入って以来加盟国中に開発途上国が増加 し,そ れらの

諸国の郵便業務の改善の要望が強 くなったことに伴い,UPUは1963年 以来国

連の開発計画(UNDP)に 参加することとなった。それ以来技術協力の分野

におけるUPUの 活動は急速な進展を見せ,1963年 のUNDPに おけるUPU

計画は10万 ドルであったが,1972年 にはその額は100万 ドルを超え,ま すま

す この分野の活動を活発化している。

一方電気通信においては,1837年 電信技術が発明されて以来,技 術の進歩

とともに目ざましく発展 した。とりわけ宇宙通信技術が導入されてからの電

気通信の発展は 目ざましい。ITUは 早 くから宇宙通信の問題に取 り組 み,

宇宙通信の実用化への道を開いた。国際間衛星通信の実用化のための組織で

あるインテルサットも設立後10年 になろ うとしている。国際衛星通信の実用

化によってテレビジョン放送番組の国際伝送や世界各国間のダイヤル呼び出

しも可能となった。1971年 の世界無線通信主管庁会議は,特 に宇宙通信の問
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題を議題 として開かれ,宇 宙通信の分野に更に大きな可能性を開き,宇 宙通

信の発展に一つのエポックを画 している。 この会議によって,こ れまでの衛

星通信 も拡充されることとな り,ま た,船 舶や航空機 との衛星通信,衛 星か

らの放送等多種多様な衛星の利用の道が開かれ,こ れ ら衛星の実現を目ざす

動きが国際的ににわかに激 しくなってきた。

一方国連の宇宙空間平和利用委員会では,衛 星からの直接テレビジョン放

送のもたらす影響の重大性に着 目し,放 送衛星の制度的側面への国際的規律

について検討 している。

このように宇宙通信をめぐる諸問題が今後の電気通信の大 きな課題となっ

てお り,し かもそれは国際的な場で解決のための審議が行われることとなっ

ている。

2万 国郵便連合(UPU)

(1)概 要

UPUは,郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡を増進 し,

かっ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力とい う崇高な目的の達成

に貢献す るため(UPU憲 章前文),1874年 スイスのベル ンで創 設 され た。

UPUは1947年 の国際連合との間の協定によってその翌年から,国 連の専門

機関となっている。

加盟国数は創設当時22か 国であったが,昭 和47年 度末では148か 国に達 し

ている。

主な機関としては,連 合の条約類を改正するために通常5年 ごとに全加盟

国の代表者(全 権委員)を 集めて開かれる 「大会議」,大会議から大会 議 ま

での間において連合の事業の継続を確保する 「執行理事会」(大 会議選 出 の

31の理事国から成る。),郵 便の技術上,業 務上,経 済上及び技術協力上の問

題を研究する 「郵便研究諮問理事会(CCEP)」(大 会議選出の30の 理事国か

ら成る。)及 び 連合の所在地であるベルンに 置かれている 「国際事務局」が

ある。



第8章 国際機関及び国際協カ ー377一

我が国は1877年(明 治10年),す なわち連合の創設の3年 後,我 が国の新

式郵便制度創設の6年 後にUPUに 加盟 した。欧米以外の国としては最 も早

く加盟 した国であ り,以 来一貫 して連合員として,1878年 パ リの第2回 大会

議以降,1947年 パ リの第12回 を除いて毎回大会議に代表を派遣 している。

1952年 ブラッセルの第13回大会議では,執 行理事会の前身である実施連絡

委員会の委員国に選出され,更 に,そ の次の1957年 オタワ大会議では同委員

会の副議長国に選出された上,そ の時創設された郵便研究諮問委員会(現 在

のCCEP)の 運営理事国に選出された。

1961年 には郵便研究諮問委員会 運営理事会 会議を東京で 開催 し,更 に,

1969年 には第16回 大会議を東京で開催 した。東京大会議では我が国が議長を

つとめ,現 在施行されているUPU諸 条約を作成 した。 また,次 の大会議ま

での5年 間における執行理事会の議長国に選ぼれたほか,CCEPに ついては

引き続き理事国に選出された。

UPUの 技術協力活動についても,我 が国は研修職員の受入れ,セ ミナー

の実施,専 門家の派遣,研 究諮問理事会の研究活動への参加,研 究主査国と

しての寄与等を通 じて積極的に貢献 している。

また,我 が国からUPU事 務局への職員派遣も1959年 から始ま り,昭 和48

年7月 末現在で2人 であるが,今 後なお一層の増加が望まれると ころ で あ

る。

(2)47年 度の活動 と我が国の貢献

47年度のUPUの 活動は,前 年度に引き続いて技術協力の充実に重点が置

かれた。1972年は国連の開発第2次10か 年計画の2年 目であり,また,UNDP

の援助の方式がこの年から改正され,各 国の計画作成の段階からUPUが 当

該国郵政庁 と協力しなければならなくなったことなどが主な理由である。

このほか特記すべき事項は,中 国代表権の変更(1972年4月13日)で ある。

1971年 国連総会は,10月25日 に 「国際連合における中華人民共和国の権利

の回復 と題する決議2758(XXVI)」 を採択 したので,専 門機関であるUPU

は,こ れにっいて何らかの措置を執 らなければならないこととなった。我が



一378一 第3部 各 論

国は執行理事会議長国として,同 理事会内部規則の規定Y'し たがい,UPU

における中国代表権をどのような手続で解決すべ きかにつき理事国31か 国に

諮問を行 ったところ,過 半数が全加盟国に郵便投票を求めるべきとの意見で

あったので,国 際事務局長に対 し直ちに全加盟国諮問を行 うよう議長名をも

って指示 した(1972年2月)。 郵便投票の結果は,過 半数が国連決議をUPU

に適用す ることに賛成で あったので,4月13日 から中華人民共和国政府が

UPUに おいて中国を代表する正当な代表者 となった。

1972年 執行理事会会議は,5月1日 から25日 までベルンの国際事務局で開

かれた。我が国は第1委 員会(人 事),UPU共 済金庫財団理事会及び執行理

事会本会議の議事を主宰 した。この会議では,1972年 及び1973年 の連合の予

算,1971年UPU活 動報告書,国 際事務局職員の昇進をそれぞれ承認 したほ

か,新 しい国際事務局職員規則の採択,UPU100年(1974年)記 念行事の決

定等が行われた。また,ス イス開催の第17回 大会議につき,会 期は1974年5

月22日 から7月5日 まで,場 所はローザンヌと決定された。

1972年CCEP会 議は,11月13日 から23日 までベルンの国際事務局で開か

れた。我が国は理事国の一員としてこの会議に参加 した。また理事国である

中国は,代 表権回復後の初参加であ り,郵 政総局副局長以下10名 を中国郵政

庁から派遣 した。CCEPは 東京大会議か ら付託された36件 の研究課題のそれ

ぞれにつき作業部会を設けて研究を行ってお り,我 が国は合計15の 作業部会

のメンaと して研究に協力 しているが,そ のうちの 「郵便輸送手段の効果

的利用」については,研 究のとりまとめを行 う主査国 となっている。1972年

会議では,我 が国は主査国としてこの研究の報告書案の概要を説明し,了 承

を得るとともに,そ の成果が高 く評価された。この会議では,こ のほか封筒

面のあて名の位置規制案等,次 回のローザ ンヌ大会議に提出すぺ き提案が採

択された。

(3)ア ジア ・オセアニア郵便連合(AOPU)

AOPUは,UPU憲 章の規定に基づいてつ くられた地域的な郵便連合であ

り,ア ジア ・オセアニア郵便条約を基本文書 とする政府間国際機関である。
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所在地はフィリピンのマニラで,ア ジア及び大洋州地域の郵政庁の間に広範

囲な協力関係を設定 し,か つ発展させるため(条 約前文)1962年 マニラで創

設され,47年 度末現在オース トラリア,台 湾,イ ン ドネシア,日 本,韓 国,

ラナス,ニ ュー ・ジーランド,フ ィリピン及びタイで構成 されている。

機関はUPUに 準 じたものであ り,「大会議(UPU大 会議後2年 以内に

開催)」,「執行委員会」及び 「中央事務局(在 マーラ)」である。

このような地域的郵便連合は,欧 州,米 州地域,ア フリカ等にもあり,現

在AOPUを 含めて8機 関ある。

我が国は,1959年 にフィリピンがこの連合の設立を提唱 した当時から積極

的にこれを支持 し,1960年 に東京で設立準備会議を開催し,1961年 マニラの

設立会議に代表を派遣したが,1962年 設立当時は加盟国が少なく(4か 国),

十分な効果が得 られない状況であったため加盟を見合わせていた。その後地

域内諸国の強い要望もあ り,1968年9月 に加盟 した。

AOPUの 主な活動は,郵 便業務面では料金の引下げ,技 術協力面では職

員の交換である。我が国は1968年 加盟以来条約の規定Y'従 い,域 内あての船

便の書状及び葉書の料金を一般外国より40%引 き下げている。職 員交 換 に

は,1970年 か ら参加 している。また1969年 には執行委員会を東京で開催 し,

1970年 には第2回 大会議を京都で開催した。京都大会議では我が国が議長を

つとめ,現 行の条約が作成された。

47年度のAOPU執 行委員会会議は,1973年3月 オース トラリアで開かれ

ることになっていたが,開 催国の都合で無期延期 となった。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

1837年電信が発明され,や がて電報が国際間に送受されるようになると,

国家間の協定がどうしても必要になった。かくて,1865年 欧州の20か 国がパ

リに集って,国 際間の電報の取扱いを円滑にするため設立 したのが万国電信

連合である。更に,19世 紀の末葉,無 線による遠隔地間の通信が 実 用 化 さ
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れ,通 信が電波にのって容易に国境を越xる ことにな り,1906年 ベル リンに

おいて27か国の参加を得て最初の国際無線電信会議が開かれ,国 際無線電信

連合が結成されたが,1932年 のマ ドリッド会議において万国電信連合と統合

されて国際電気通信連合となった。

1947年 米国のア トランテ ィック ・シティにおいて開かれた全権委員会議に

おいて,ITUの 目的,組 織等を定めた国際電気通信条約の内容が一新 され,

国際連合との協定によってITUは 国際連合の専門機関として新発足 した。

ITUは,す べての種類の電気通信の改善及び合理的利用のための 国 際 協

力の維持増進並びに技術的手段の発達及び能率的運用の促進を目的としてい

る。本部はジュネーブにあ り,連 合員の数は47年度末現在144で ある。

ITUの 組織 としては,連 合の最高機関であ り,一 般政策を決定し,条 約

を改正す るため,お おむね6～8年 ごとに全連合員の代表を集めて開かれる

「全権委員会議」,業 務規則の改正を主たる任務 とする 「主管庁会議」,全 権

委員会議から全権委員会議 までの間におけるITUの 事務の運営を監督する

「管理理事会」(全権委員会議で選出された29の 理事国で構成)の ほか,常

設機関として 「事務総局」,周 波数割当の国際的承認及び周波数の登録 を 行

う 「国際周波数登録委員会(IFRB)」,無 線通信に関する技術 ・運用問題を

研究する 「国際無線通信諮問委員会(CCIR)」,電 信 ・電話に関する技術 ・

運用 ・料金の問題を研究する 「国際電信電話諮問委員会(CCITT)」 が あ

る。

我が国は1879年 にITUの 前身である万国電信連合に加盟 して以来,引 続

き連合員としての地位を保 ってきたが,1959年 のジュネーブ全権委員会議に

おいて管理理事会(1947年 に創設)構i成 員に選出され,連 合の運営 ・監督活

動に参画することとなった。1965年 のモン トルー全権委員会議では,連 合の

法的基礎を確固たるものとするため国際電気通信条約を憲章化すべ しとの我

が国の提案が採択され,1973年 秋の トレモ リノス全権委員会議で結論が出さ

れる見込みである。

ITUの 技術協力活動についても,我 が国は技術先進国として,専 門家の
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派遣,各 種セ ミナーの実施及び諮問委員会等における研究活動への寄与等を

通 じて積極的に貢献 している。

ITUに は政府以外y>定 の資格で電気通信事業体,工 業団体等が会議 ・

会合に参加することができるが,我 が国においては,電 電公社,国 際電電,

NHK,日 本民間放送連盟が認められた私企業 として,ま た,通 信機械工業

会,電 子機械工業会及び通信電線線材協会が工業団体 として参加し貢献 して

いる。

また,我 が国からITUへ の職員派遣 も1956年 に始まり,47年 度末で7人

であるが,今 後なお一層の増加が望まれ るところである。

(2)47年 度の活動と我が国の貢献

ア.宇 宙通信に関する新国際規定の実施

電波は国境に関係なく伝搬する特性を有 し,国 際的にこの有効な利用

を確保するためには,一 定の国際的規律が必要である。電波の使用に関

するこの国際的規律は,国 際電気通信条約にその基本的事項を定め,条

約の実施上必要な技術的細 目事項については,同 条約に附属する無線通

信規則に定められている。

電波の規律Y'関 する国際的な動きの一つ として,宇 宙通信に関する無

線通信規則の改正規定が1973年1月1日 に発効 し,実 施されたことがあ

げられる。この改正規定は,1971年6月7日 から7月17日 までスイスの

ジュネーブにおいて開催されたITUの 世界無線通信主管庁会議にお い

て採択されたもので,今 後約10年 間の宇宙通信の発展を予測して,こ れ

に必要な周波数帯の分配,技 術基準,国 際間における周波数使用の調整

手続等に関す る規定を含んでお り,今 後の宇宙通信の秩序ある発展に大

いに寄与するものと期待される。

我が国は,同 主管庁会議に28名 からなる代表団を送 り,我 が国の今後

の宇宙開発に必要な周波数帯の確保を図るとともに,国 際的に妥当な技

術基準,調 整手続等の制定に寄与 した。

今回実施された改正規定の概要は次のとお りである。
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(ア)周 波数帯の分配

各衛星業務の運用に支障のないよう周波数帯分配表を改正するととも

に,分 配する周波数帯の上限を40GHzか ら275GHzま で拡大 した。 特

に,放 送衛星業務,地 球探査衛星業務,海 上移動衛星業務及び航空移動

衛星業務に対 して,初 めて周波数帯が分配 され,こ れらの衛星業務の実

現が促進 されることとなった。

(イ)衛 星業務に関す る技術基準の設定

無線通信に使用することができる周波数スペク トラムには 限 りが あ

り,ま た衛星業務は近年急速に発展 した業務であるので,こ れに対する

周波数帯の分配の多 くは,在 来の地球上の無線通信業務との共用を条件

として行われる。 このため両者の業務の間で相互に混信す ることな く,

周波数の安全な共用を確保するために無線局の発射す る電波の強 さ,発

射の方向等についての制限が強化され整備された。更に,最 近各種の衛

星業務は静止衛星(地 球の赤道面上,地 球か ら約3万5,800kmに 円軌

道を有 し,か つ,地 球の自転軸を軸 として地球の回転 と同一方向及び周

期で回転する衛星)を 使用することが多 くなってきてお り,そ の結果 と

して静止衛星軌道に多 くの衛星が位置することとなるので,衛 星通信系

相互間の混信を排除するために特別の規定が新たに設け られた。

㊤)周 波数使用の管理及び手続等

一般に各国がある周波数を使用 しようとするときには,IFRBに これ

を登録 し,国 際的承認を確保することになっている。 しか しなが ら,衛

星業務の使用周波数の場合には,地 球上の無線通信業務及び他の衛星通

信系 との間の混信を回避することがより重要であるので,こ の登録手続

をとるまえに,関 係国 との間で,そ の使用に関 し事前の調整を行 うこと

が要求される。特に今回の改正により,衛 星通信系を新設 しようとする

ときは,運 用前5年 以内に,そ の情報を公表 し,こ れに基づき自国の衛

星通信系 と混信等のおそれがあるとして意見を送付 した国と基本的な問

題(周 波数の使用方法,静 止衛星軌道上の位置等)に ついて調整を図る
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ことが義務づけられた。

なお,放 送衛星業務の宇宙局(地 球の大気圏の主要部分 の 外 に あ

り,又 はその外に出ることを目的 とし,若 しくはその外にあった物体

上にある局)に ついては,当 分の間,上 記の手続により調整をしなけ

れぽならないが,将 来においては,別 に無線通信主管庁会議において

定める協定に従って設置 し,運 用することとなっている。

イ.CCIR活 動の概要と成果

CCIRは,現 在13の 研究委員会(SG)に よ り構i成されているが,研 究

問題の専門化,多 様化に伴い効率的な活動を行 うため,こ れらSGの 下

に合計24の 中間作業班(IWP)が 設けられている。

1972年 には4月 及び7月 の2回,ジ ュネーブでこれらSGの 中間会議

が開催された。

この会議は,1971年2月 開催の特別合同研究委員会会議,同 年6月 開

催の宇宙通信に関する世界無線通信主管庁会議及びCCIR第12回 総会

(1970年 ニューデ リー)以 降の研究成果を受けて開かれたもので あ り,

また1974年 のCCIR研 究委員会最終会議,海 上移動業務に関す る世 界

無線通信主管庁会議及び長 ・中波放送用周波数割当計画に関する第1地

域及び第3地 域合同主管庁会議に対する前 しょう戦として,極 めて重要

な意義をもつものであった。

この会議に対 し我が国からは多 くの文書を提出したが,こ れらの大部

分がそのまま,又 は修正の上採択された。主なものは,VHF海 上移動

業務に使用している電波の周波数間隔を狭めるために必要な装 置 の特

性,通 常のVHF海 上移動業務と同一周波数帯を共用 して船舶に対 して

宇宙通信システムを導入することの可能性,静 止衛星軌道の有効利用に

関する諸問題,放 送衛星業務と地上業務との周波数共用等に関する提案

であ り,大 部分が上記の宇宙通信主管庁会議の結果,詳 細な技術検討に

っいてCCIRへ 付託 された問題に関連するものである。

この会議には最近における技術開発の急速な発展を示す提案が各国か
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ら多数なされたが,注 目すべき特色は,ア ナログ情報の量子化技術に関

する新研究問題が伝送部門のみならず放送部門についてもとりあげられ

たことであ り,こ れは今後の電波技術の一つの方向を示すも の とい え

る。なお,こ の会議で採択 された文書は,い ずれも1974年 に開催される

一連の上記会議に対す る技術的基礎を与えるものである。

ウ.CCITT活 動の概要 と成果

1972年12月 ジュネーブにおいてCCITT第5回 総会が開催され,前 回

の総会(1968年)で 定められた研究課題について全研究委員会が最終報

告を行い,必 要な改正,決 定を行 った。我が国はほとんどの研究委員会

に対 し積極的に高水準の寄与文書を提出してきたが,な かでも将来の全

世界 自動電話サービスに使われ る第6信 号方式について,同 方式に特有

の現象である信号の逆転及び二重受信を考慮 して不合理な信号の排除,

待ち合わせ等を系統的に行 う手法を示 した合理性検査表の提案は各国か

ら高 く評価され,仕 様書の附録 としてとりいれ られた。

また,各 研究委員会の議長,副 議長の選出 も行われたが,我 が国から

は5名 の副議長が選ぽれ,次 の総会までの間のCCITTの 研究活動の中

心的役割を果たす こととなった。

4国 際電気通信衛星機構(INTELSAT)

(1)恒 久制度の発足

インテルサ ットは1961年7月,米 国の故ケネディ大統領の世界商業通信衛

星組織設立構想に基づき,1964年8月20日,ワ シソ トソにおいて,日 本を含

め11か国で発足 した。このインテルサ ッrは 米国,欧 州間に組織に対する基

本的対立を残 したまま通信衛星の実用化に伴って暫定的に設立させ た も の

で,こ の暫定的制度は1970年 までに恒久的制度に移行することとされた。

組織を恒久化 しようとする政府間会議は米国政府の招請によりワシントン

において1969年2月 から数次にわたって開かれ,難 交渉の後に1971年5月21

日国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)に 関する協定が採択された。こ
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の協定は1971年8月20日 から署名のために開放され,我 が国は同日受諾を条

件として署名を行ったが,1972年6月16日 国会の承認を得て,同 年6月27日

協定の寄託国である米国政府に対 し受諾書を寄託 した。

この協定は協定自らの定めにより,1972年12月22日 までに署名開放の日の

暫定協定加盟国80か国の3分 の2,す なわち54か 国が批准等の手続を完了す

ることを協定発効の条件としていたが,手 続完了国は1972年12月14目54か 国

に達 し,こ の協定はその規定に基づきその60日後1973年2月12目 発効した。

この間我が国は未批准国等の手続促進につき,米 国,英 国,カ ナダ,オ ース

トラリアの諸国と協力 し積極的に貢献した。

恒久制度は,イ ンテルサ ット事業そのものは暫定制度が実体的に変化なく

引き継がれるものであるが,暫 定制度下の問題点が解消され大きく前進 して

いる。

第一に暫定制度下のインテルサ ットは法人格のない コンソーシャムであっ

たのに対 し,恒 久制度下のインテルサットは政府間協定によって法人格が付

与されたことである。これに伴い従来 コムサ ットがインテルサ ットの管理業

務を行っていたのに対 し,恒 久制度下ではインテルサ ットが自らの事務局を

持ちその管理を行 うこととなった。また,通 信衛星などの所有も参加事業体

の不分割共有 という考え方からインテルサット自らが所有するこ と とな っ

た。また,イ ンテルサ ットは政府間国際機関 として一定の特権及び免除を有

することとなった。第二に,暫 定制度下では必ず しも明らかにされていなか

ったインテルサットの活動範囲が明確にされたことである。暫定制度下のイ

ンテルサットは主に国際公衆電気通信業務を扱 うものとされたが,恒 久制度

下のインテルサヅトは国際公衆電気通信業務を主たる業務とするほかに国内

公衆電気通信業務,無 線航行 ・放送衛星等特殊電気通信業務を提供すること

ができるように拡大された。一方,締 約国はインテルサ ットとの一定の手続

を要するが,独 自にこれ ら衛星を打ち上げることができることと な っ て い

る。第三に組織の機構が整備され,す べての締約国政府で構成される締約国

総会,す べての参加事業体で構成される署名当事者総会,従 来の通信衛星暫
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定委員会(ICSC)に 代わるものとしての理事会,更 に事務局の四つの機関

が設けられた。締約国総会はイソテルサ ットの主たる機関として主権国 とし

ての締約国に関係する事項を扱 うこととなる。理事会は従来と同じく出資率

の大きさによって選ぼれる理事のほかに,出 資率に関係な く一定の地域を代

表する地域代表制が取 り入れられた。第四に出資率はインテルサ ットの使用

実績に応 じて分担されることとなった。インテルサ ット運営の中心 的 機 関

である理事会での意思決定は出資率による加重投票制で行われることとなる

が,出 資率の大きい理事国の絶対支配を排除するよう最大の投票数を40%に

押さrる とともに,ま た出資率に関係なく多数の合意によって決定すること

もできるようになっている。

(2)イ ンテルサ ットの現状

イソテルサ ットは1965年4月 のアーリーバー ドを皮切 りに次 々と高性能の

衛星を打ち上げてきたが,現 在商用に供せられている衛星はインテルサッ ト

IV号系衛星であり,大 西洋上2個,太 平洋上,イ ン ド洋上各1個 の計4個 が

配置され,衛 星1個 で電話換算約5,000回 線の容量を有 している。 な お現在

のIV号系衛星は1975年 大西洋地域において飽和点に達するので,電 話換算約

7,000回 線の容量のある新 しいインテルサ ットIV-A系 衛星が1975年 打上げ

を予定 し計画されている。

大西洋,太 平洋,イ ン ド洋上各衛星の利用状況は第3-8-1表 のとおりで

第3-8-1表 イ ンテルサット衛星の利用状況

(47年度末現在)

区 別

配 置 衛 星

接 続 す る
地 球 局 数

利 用 回 線 数

大 西 洋 太 平 洋 イ ン ド洋

IV-Fz IV-F, N-F. N‐Fs

3561920

1,954 474 948 479
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あ る。 これ ら衛星を利用す る地球局 は48か 国80局 に 達 している。

恒久制度 ではインテルサ ッ トの出資率 は原則 と してイ ンテルサ ッ トの使用

実績 に応 じて決定 され ることとなった結果,日 本 の指 定事業体 である国際電

電 は従来 の1.7%か ら一挙 に4.7%の 出資率を有す ることにな り,米 国(40.6

%),英 国(10,6%)に つづ き第3位 の地位 を 占め ることとなった(第3-8

-2表 参 照) 。

第3-8-2表 インテルサッ トに対する主要国の出資率

順 位

且

2

3

4

5

6

7

国 名

国

国

本

米

英

日

ス

独

ダ

ン

ン

イ

ナ

ラ

ペ

フ

西

カ

ス

出 資 率

40.63%

10.57

4.65

3.83

3.72

3.22

3.09

順位

8

9

0

1

2

3

国 名

イ タ リ ア

オ ー ス トラ リア

ブ ラ ジ ル

ァル ゼ ンテrン

ス イ ス

フ ィ リ ピ ン

出 資 率

z.ss%

2.78

1.96

1.83

1.29

1.14

インテルサ ットの中心的機関である理事会では,各 理事はこの出資率に基

づ く発言権を有するので,第3位 を占める日本はインテルサ ットにおいて重

要な地位を占めることとな り,国 際的責任が倍加 されたとい うこ とが で き

る。我が国は今後インテルサ ットの一層の発展に積極的な役割を果たさなけ

れぽならない。

5そ の他の国際機関

(1)政 府間海事協議機関(IMCO)

海上における人命の安全を確保 し,船 舶の航行の能率化を図るために無線

通信が重要な役割を果たしていることは周知のことである。最近,無 線通信

技術の著 しい発展に伴い海上移動通信の改善を図 り,ま たこの通信に宇宙通

信技術を導入することが国際的な課題となってお り,海 上を航行する船舶の
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安全のための国際協力を図ることを目的とする政府間海事協議機関(IMCO)

がこの問題について検討を続けている。

IMCOは,47年 度中に2回 にわた り海上安全委員会の補助機関で あ る無

線通信小委員会を開催し,海 上遭難制度のさしむきの改善方向として,海 上

における人命の安全のための国際条約(1960年,ロ ン ドン)が 適用される全

船舶に2MHzの 無線電話送受信機及び非常用位置指示無線標識(SOSブ イ)

の備付けを勧告すること等を打ち出している。

一方 ,海 上移動通信に宇宙通信技術を導入することについては,海 事衛星

専門家パネルを設けて,47年 度中に2回 の会合をもち,海 事衛星システムの

運営組織,運 用要件,技 術基準等について検討を進めている。

我が国は上記の会合にそれぞれ代表を送 り,必 要に応 じ寄与文書を提出し

て意見の反映に努めている。

(2)国 際民間航空機関(ICAO)

現在の航空は,通 信にあるいは航行援助のために各種の電波を駆使 して行

われている。

この分野における電気通信の国際的な課題は,電 子技術を十分に活用 して

通信の自動化を図ること,VOR,ILS等 の航行援助施設の性能を向上させる

こと,宇 宙通信技術を導入すること等である。

国際民間航空が安全にかつ整然と発達するように国際協力を図ることを目

的とする国際民間航空機関(ICAO)は,航 空交通の安全かつ効率的な運航

を確保するために必要な航法システム,通 信システム,地 上航行援助施設及

び航空機 とう載機器に関する最新の技術について世界共通 の基準を採択する

ことを目的として,1972年4月5日 から同28日 までカナダのモン トリオール

において第7回 航空会議を開催 した。 この会議において,航 空移動業務にお

けるVHFの チャンネル間隔を1977年 以降25kHzと すること,衛 星システム

の導入を①評価開発 ②試験運用 ③運用業務の3段 階に分け,試 験運用を

1980年 以降 とすること等が定められた。

我が国は,関 係省から6名 の代表を送 り意見の反映に努めた。
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(3)国 際連合アジア極東経済委員会(ECAFE)

ECAFEは,域 内各国の経済社会開発のための協力をはじめ,そ れに関す

る調査,研 究,情 報収集等を行っている。現在の加盟国は,域 内国25,域 外

コ5,準 加盟国6の 計36か 国で,我 が国は1952年 に準加盟 し,1954年 に正式

70盟国となった。ECAFEに は三つの常設委員会があり,そ の一つに運輸通

旨委員会がある。また,運 輸通信委員会の下部機構として電気通信小委員会

があり,域 内の電気通信の開発に関する技術及び経済関係諸問題を専門家 レ

ベルにおいて討議 し,そ の実施状況を検討する等の諸活動を行 っている。

現在,ECAFEの 電気通信分野における大きな目標は,① 「第2次 国連開

発の10年」にあたる70年代半ばまでに,各 国が国内総生産(GNP)10万 米 ド

ル当た り電話機数を4個,70年 代末には8個 までに引き上げること,② 域内

L2か国を対象とした 「アジア地域電気通信網計画」の早期実現を図ることで

あるが,こ の目標達成のために関係各国はそれぞれ大 きな資金を必要 として

お り,多 国間援助はもちろん2国 間援助 も併せてこの面での我が国の協力が

強く期待されている。

(4)経 済協力開発機構(OECD)

OECDは 加盟国の経済成長を国際的な平衡を失わずに行われる よ う,情

報や意見の交換を行 う場として,1961年 に発足 した国際的な組織で,我 が国

は1964年 に加盟,現 在24か 国がこれに参加 している。

経済発展の基調となる科学技術の問題にっいては,科 学技術政 策 委 員 会

(CSTP)が 設けられてお り,最 近においては技術革新の進展によって科学

技術の重要性が社会の各分野で増 しているところから,CSTPの 活動も活発

化している。

CSTPの もとには,い くつかの専門家グループがテーマ別に設けられてい

る。その一つ 「電子計算機利用グループ(CUGComputerUtilityGroup)」

は,電 子計算機利用に関する諸々の問題をパネルを設けて討議 して い る。

「データ ・バンク ・パネル」,「電子計算機要員教育パネル」及び 「データ通

信パネル」などがそれである。この 「データ通信パネル」は,正 式 名 称 を
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「電子計算機と電気通信の相互作用の政策課題に関するパネ ル」 と い い,

1970年6月 に発足 し会合を重ねてきている。1972年6月 には,そ れまでの研

究成果をまとめた報告書である 「電子計算機 と電気通信 経済的,技 術的

及び制度的諸問題」が検討された。 この報告書は,加 盟先進各国からの資料

を用いて,デ ータ通信に関する政策 レベルの問題を分析した注目すべき書で

ある。

また,1972年11月 には,CUG主 催の 「電子計算機/通 信に関す る セ ミナ

ー」が開かれ ,社 会の各分野におけるデータ通信システムの果たす役割につ

いて,各 国政府の関係老が出席 し討議 した。

このように,OECDに おいては,通 信の重要性がクローズア ップされてき

てお り,通 信に関 し,高 い技術水準を有する我が国の積極的参加が期待され

ている。また,最 近巨大科学における国際協力の必要性が大きく取 り上げ ら

れ,既 に天文学分野の専門家会合が行われているが,そ のなかで電波天文の

部門では電波研究所の貢献が今後期待 されるところである。

(5)国 際無線障害特別委員会(CISPR)

CISPRは 国際電気標準会議(IEC)の 特別委員会で,当 初はラジオ,テ レ

ビに対する受信障害の排除 と,電 気機器の国際貿易の促進を目的としたが,

最近は無線通信全般にわたる受信障害防止も手がけてお り,CCIRと の連携

のもとに研究を行 っている。

我が国においてはCISPRで 扱 う電気機器等の人工雑音の許容 値,測 定

法,測 定器の規格等について,電 波技術審議会が郵政大臣の諮問を受けて関

係文書の審議を行い,重 要なものについてIECの 国内委員会である日本工

業標準調査会を通 じ意見等をCISPRに 回答することによりその活動に寄与

している。

47年度は同審議会で42件 の文書の審議を行い3件 の答申を得た。これは人

工雑音の統計的特性,10～150kHz妨 害波測定器の規格及びけい光照明器具

に関するものである。

なお,48年 度はCISPRの 総会(3年 ごとに開催される)の 年に当たるの
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で,関 係文書及び継続 している研究問題43件,勧 告32件 及び報告20件 につい

て審議が行われる予定で,こ れに対処するため準備を進めている。

第2節 国 際 協 力

1通 信分野 におけ る国際協力

ここでい う国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力を意味す

る。

国連では,1960年 代の 「国連開発の10年」に続き,1970年 代を 「第2次 国

連開発の10年」として,人 類共同体の貧困からの解放を目ざして,先 進国が

開発途上国に対する援助の質的,量 的向上に努力することを決議 している。

我が国は,国 民総生産(GNP)の1%を 開発途上国援助に振 り向け,こ の

うち,利 潤追求動機の薄い政府開発援助(ODA)をGNPの0.7%ま で引き

上げるべ く最善の努力を払 う旨表明している。これを仮に昭和46年 度のGNP

81兆円にあてはめてみると政府開発援助は5,670億 円の巨額に達することに

なる。 しかし,我 が国の47年 における政府開発援助は,対GNP比 で0.21%

にとどまってお り,0.7%の 目標に到達するためには一層の努力を行わ な け

れぽならない現状にある。

通信は,情 報の伝達であるので,送 信,受 信双方の施設が整 備,改 善 さ

れ,良 質な通信手段が確保されることによって初めてその使命が 達 成 され

る。したがって,現 在南北間に存在する通信施設,技 術等に関する著しい格

差を縮小することは,被 援助国にとっての利益だけでなく,援 助国にとって

も利益をもたらし,そ の効果は全世界に及ぶものであることを銘記する必要

があ り,こ こに通信分野における国際協力を推進する基本的な意義があると

いえる。

また,通 信は開発途上国の発展のための基盤 として不可欠なものであ り,

その整備拡充は,社 会,経 済の開発のための緊急の課題となって い る。 経

済,社 会開発に対するインパク トとしてのこの通信の機能を自覚 した開発途
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上諸国は,近 年通信開発を積極的に推進 しつっあるが,通 信の分野は特に技

術性が強 く,ま た多額の資金を必要 とするため,開 発途上国が自力で通信開

発を行 うことは困難な状態にあ り,先 進国からの技術協力と資金協力を強 く

望んでいる。

このような背景のなかで,優 れた技術力と経済力を持つ我が国に対 して,

開発途上国が寄せる援助期待は急速な高まりをみせてお り,今 後,通 信分野

における国際協力の要請はますます増加するものと思われる。

2国 際協力の実績

(1)概 況

国際協力は,研 修員の受入れ,専 門家の派遣等を行 う技術協力 と開発プロ

ジェク トに対 して資金を援助す る資金協力の二つに大別される。また,援 助

の主体からみると日本政府 と相手国政府 との2国 間の合意によるもの,す な

わち2国 間ベースによるものと,国 際機関を通 じて行 うもの,す なわち多国

間ベースによるものとに分けられるが,こ の うち,通 信分野における多国間

ベースによるものは,ITU,UPUな どを通 じて行 う技術協力が主体 となっ

ている。

ア.技 術協力

技術協力の形態 としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査

団の派遣並びに海外技術協力センターの設置及び運営がある。

研修員の受入れは,開 発途上国から研修員を我が国に受け入れて訓練

し,技 術を習得させるもので,こ れには個別研修と集団研修がある。47

年度においては個別,集 団を合わせで199名 受け入れてお り,政 府全体

の受入れ数1,761名 に対 し11.3%を 占めている。通信分野における研修

員の受入れは政府計画のなかでも極めて高い割合を占めてお り,こ の割

合は今後とも増大してい くものと思われる0

なお,集 団研修としては開発途上国の通信関係幹部を招へい して技術

的知識,情 報の提供 ・交換,開 発途上国が当面している諸問題について
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討議,研 究する幹部セ ミナーも行っている。

専門家の派遣は,開 発途上国へ専門家を派遣 して,そ の国の職員の訓

練,通 信設備 ・施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画の企画,

助言などを行 うもので,最 近では政策顧問的な任務の要請も増加しつつ

ある。47年 度において,69名 の専門家が派遣されているがその数は漸次

増加 しつつあ り,専 門家,人 材の確保及び養成が一層必要 と考 え られ

る。

開発調査は・開発途上国の通信開発計画について・調査団を編成 し・

現地調査及び国内作業を行 って,そ の開発計画の推進に寄与 す る もの

で,こ れにはプロジェクト・ファインデング調査,予 備調査,投 資前調

査,実 施設計等がある。47年 度において実施 した 開発調査は7件 で28

名の専門家がこれに参加 している。近年,開 発途上国では,イ ンフラス

トラクチャー整備の一環 として,通 信分野における開発の推進に努めて

いるので,開 発調査の協力要請は今後ますます増加するもの と思 わ れ

る。

海外技術協力センターは,開 発途上国の経済 ・社会開発に必要な技術

者の養成,科 学技術の研究開発などを行 うために開発途上国に設置 され

るもので,通 信分野においては,技 術者の養成を行 う訓練 センターがタ

イ及びメキシコの両国に,ま た,通 信技術の研究開発を行 う研究センタ

ーがパキスタン及びイランの両国にそれぞれ設置されてお り,こ れ らの

センターに対 して,こ れまでに我が国から総額約7億 円の機 材 を 供 与

し,ま た,262名(同 一人が2年 度にわた り派遣された場合には2名 と

した。)の専門家を派遣 してその運営に協力している。

イ.資 金協力

開発途上国に対する資金協力の主要な形態には,贈 与等の無償協力と

円借款などの有償協力とがあるが,通 信分野における資金協力は,主 と

して円借款により行われている。円借款は,我 が国政府 と相手国政府と

の話合いに基づき海外経済協力基金,又 は日本輸出入銀行が相手国政府
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と円貨建ての貸付け協定を結ぶかたちで実施される。

通信分野における円借款は,37年 度から供与が始まったが,47年 度末

までに供与された通信関係プRジ ェク トは,貸 付け協定未締結分 も含め

て,合 計49件 である。このほか,4件 の無償協力が行われている。

(2)技 術協力

ア.郵 便関係

郵便関係の技術協力には,次 の4種 類がある。

① 政府ベースによる郵政幹部 セミナー開催と個別研修員の受入れ

② アジァ ・オセアニア郵便連合(AOPU)職 員交換計画による職員の

受入れと派遣

③ 国連開発計画(UNDP)/万 国郵便連合(UPU)計 画による個別研

修員の受入れと専門家派遣

④UPU基 金によるセミナー開催と講師派遣

これらの種類別の46年 度までの実績は,第3-8-4表 のとお りであ

る。

47年度には,43年 度以降日本政府の海外技術協力計画の一環 として

行っている郵政幹部セ ミナー(47年 度は中近東 ・アフリカ)の 開催,

45年 度から参加しているAOPU職 員交換計画に基づ く職員の受入れ

及び派遣,UNDP/UPU計 画による個別研修員の受入れ,専 門家派遣

を第3-8-3表 のとお り実施 した。

なお,UPU専 門家 としてイン ドネシアへ1名,48年4月1日 から

1年 ～1年 半派遣することが48年3月 に決定された。

第3-8-3表 郵便関係技術協力の47年度実績

区 別 1 受 入 れ 派 遣

郵政幹部セミナー

AOPU職 員交換

中 近 東 ・ア フ リカ12国12名

(20日)

韓 国2名(15日)
タ イ2名(15日)

2名(韓 国10日)

2名(タ イIO日)

UNDP/UPU計 画 ブ ー ・ ・1名(・ か 月)[



第3-8-4表 郵 便関係技術協力の46年 度までの実績

年度

政 府 ベ ー ス AOPU職 員交換計画 UNDP/UPU計 画 UPU基 金

郵政幹部セミナ
ー開催 個 別 受 入 れ 受 入 れ 派 遣 個別受入れ 専門家派遣

セ ミナ ー

開 催 講師派遣

38

アジ ァ6国7名34日(コ ロ ソボ計 画)

(日 本 参 加 者 を 除 く。カ ンボ デ ィア1名

以下 同 じ。)(1か 月)
パ キ ス タ ン1名

(4か 月)

ラオ ス1名

(4か 月)

(日韓 ・日台職員交換)

対台湾32年 度～40年 度計

21名22名

(期間は各回30～77日)

イ ン ドネ シア1名

(94日)

イ ン ドネ シア1名

(3か 月)

39
(コ ロ ンボ計 画)(日 韓 は

,41年 度
ヵンボディアと晶

)か ら実施)

40 　
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41
(コ ロ ンボ計 画)

セ イ ロ ソ1名

(2か 月)

台 湾2名(28日)

韓 国1名(15日)

42
(コ ロ ンボ計 画)台 湾2名(28日)
タイ2名 韓 国3名(15日)

1名(パ キ

ス タ ン6か

月)

2名(10日)

1名(lo日)

2名(10日)イ ン ドネ シ ア1名1名(テ3二

3名(io日)(75日)ジ ア6か 月)
アジ ァio国

17名(日 本
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年度

42

43

44

政 府 ベ ー ス

郵政幹部セ ミナ
ー開催

西 ア ジ ア ・ア フ リカ

12国12名(別 にUPU

講 師1名 参 加)20日

ア ジ ア8国11名28日

個 別 受 入 れ

(各3か 月)

パ キ ス タ ン1名

(3か 月)

ブー タ ン1名

(3か 月)

韓 国1名

(3か 月)

(中近東アフリカ計

画)

ガーナ2名

(各2か 月)

(コ ロ ソボ 計 画)

韓 国1名

(3か 月)

パ キ ス タ ン1名

(3か 月)

AOPU職 員交換計画

受 入 れ

台湾2名(28日)

韓 国2名(15日)

台湾4名(28日)

韓国2名(15日)

派 遣

2名(10日)

2名(!0日)

4名(10日)

2名(10日)

UNDP/UPU計 画

個別受入れ

ネ パ ール1名

(21日)

イ ソ ドネ シ ァ1名

(9旧)

専門家派遣

1名

(タ イ15日)

UPU基 金

セ ミナ ー

開 催

参加者を除

く。)14日

講師派遣

ω
O
O
ー

鵬

ω



年度

45

46

計

政 府 ベ ー ス

郵政幹部セミナ
ー開催 個 別 受 入 れ

ア フ リ カ11国ll名

21日

アジア8国12名(別

にECAFE郵 便顧

問1名 参加)20日

53名

(コ ロ ンボ 計 画)

パ キス タ ソ1名

(3か 月)

19名

AOPU職 員交換計画

受 入 れ 派 遣

1
(AOPU職 員交換)

韓 国2名(15日)

台湾4名(15日)

タイ2名(20日)

韓 国2名

(15日)

台 湾4名

(is日)

フ ィ リピ ン1名

(且5日)

タイ2名

(15日)

56名

2名(10日)

4名(10日)

2名Go日)

4名(io日)

2名(10日)

54名

UNDP/UPU計 画

個別受入れ

イ ン ドネ シ ア

1名(go日)

6名

専門家派遣

3名

UPU基 金

セ ミナ ー

開 催

17名

講師派遣

1名

(マ ニ ラ15

日)

(注)日 韓 ・日台職員交換は,二 国郵政庁の合意によるものであったが,45年 度以降AOPU職 員交換に統合された。
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イ,電 気通信関係

(ガ46年 度以前における技術協力の実績

i研 修員の受入れ

電気通信分野における研修員の受入れは昭和29年 か ら行われ,46

年度までにコロンボ計画で539名,中 近東アフリカ計画で235名,中 南

米計画で220名,ITU等 の国連計画で63名,そ の他38名,計1,095名

を開発途上国か ら受け入れてきた。 これらの研修は,当 初,個 別研修

で行ったが37年度に初めて国際テレックス通信,短 波無線,電話交換,

国際電信電話業務の4コ ースの集団研修 コースを創設 した。その後,

集団研修コースの拡大,強 化に努めてきた結果,46年 度 までに,前 記

の4コ ースのほか,マ イクロウェーブ,搬 送電話,電 話線路,衛 星通

信,電 気通信幹部セ ミナー及び電気通信開発セ ミナーの6コ ースを加

x、 計10コ ースで集団研修 コース中心の研修体制をとるこ と とな っ

た。

ii専 門家の派遣

電気通信専門家の開発途上国への派遣は,30年 代半ばから活発化し

たが,46年 度末までにコロソボ計画で155名,中 近東アフリカ計 画 で

20名,中 南米計画で52名,ITUベ ースで92名,計319名(同 一人が2

年度にわた り派遣 された場合には2名 とした。)の専門家が派遣され,

開発途上国の電気通信の発展に著 しい貢献をしてきた。

iii開 発調査

近年,我 が国の電気通信技術の著 しい発展に伴い,開 発途上国から

の開発調査団の派遣要請はますます増大す る傾向にあ り,ま たその分

野もマイクロウェーブ回線網建設計画,同 軸ケーブル計画,衛 星地球

局建設計画等多岐にわたっている。46年度以前に派遣 した開発調査団

の派遣状況は,第3-8-5表 のとお りである。

iv海 外技術協力センター

電気通信分野における海外技術協力センターとしては,35年 に開設
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電 気通信関係開発調査の46年 度までの実績

年度 調 査 別
派遣 人員
期間 数 内 容

37ボ リビア

電気通信計画調査

70日5ボ リビア主要都市間のマイクロウェ

ーブ回線網計画についての調査

38 フ ィ リ ピ ン 20日 4 東南アジァ海底ケーブル計画実施の

東南アジァ海底ケー ため陸揚国として重要な位置にある

ブル計画調査 フ ィ リピ ンにつ いて ケ ー ブル陸 揚地

選定のための調査勧告

ペ ノレー 50日 6 マイクロウェーブ幹線を新設して施

電気通信網開発計画 設の拡充を図 り,電 気通信関係法規

を整備して,サ ービスを向上する計

調査 画の調査
一

39 パキスタン

マイクロウェーブ網

建設計画調査

70日6 西 パ キス タ ンの カ ラチ,サ ッカ ール,

ラ ワル ピ ン ジ,ペ シ ャ ワール を 結 ぶ

マ イ ク ロ ウ ェー ブ建 設 計 画 の基 礎 調

査

パキスタン

東西パキスタン海底

ケーブル計画調査

150日8東 西パキスタン海底ケーブル敷設計

画に関する陸揚地の選定,陸 揚局と

関門局間の通信路の設定調査

アラブ連合

砂漠地域通信網開発

計画調査

50日7 砂漠開発のため地下水の賦存状況を

電気通信の利用により観測する方法

及び可能性,ま た砂漠の航行安全の

ための通信手段特に太陽エネルギー

の活用について調査検討

チ リ

マイクロウェーブ回

線網建設計画調査

80日5 チ リ電気通信網整備loか 年計画の一

環 としての,マ イクロウェーブ建設

計画についての置局予定地の踏査,

通信 トラフィック調査,基 本設計の

作成
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年度 調 査 別
派遣 人員
期間 数 内 容

40タ イ

東南アジア海底ケー

ブル調査

30日5 東南アジア海底ケーブル計画の一環

として,タ イのケーブル陸揚地点の

選定,陸 揚局と関門局通信幹線路の

建設その他必要な調査の実施

マレイシア

マイクロウェーブ回

線網建設計画調査

100日5 マ レイシアの クアラルンプールより

コタバルに至るマイクロウェーブ回

線網建設計画について,置 局選定と

電波伝搬試験に関する基礎調査

42マ レイシア

ジョホール～ クチン

間通信回線網建設計

画調査

ioo日13ジ ョホール～クチン間(720km)対

流圏散乱波見通 し外通信施設建設調

査

東南アジア域内電気通

信網整備計画調査

35日7 東南アジア域内電気通信連絡施設整

備のための台湾,イ ンドネシア,マ

レイシア,フ ィリピン,タ イ,ラ オ

ス,ヴ ィエ トナムの7か 国について

の関係施設整備計画調査

43 エ テ ィオ ピア(第1次)
9

45日 5 ア ジス アベ バ ～ アス マ ラ間(800km)

マ イ クRウ ェー ブ回 マイクロウェーブ回線建設計画の予

線網建設計画予備調 備調査

査

L
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年度

44

45

46

調 査 別

エ テ ィオ ピア(第2次)

マ イ ク ロ ウ ェー ブ回

線網建設計画調査

(注)

エ テ ィオ ピ ア(第1次)

中 部 マ イ ク ロ ウ ェー

ブ回線網建設計画調

査(注)

エティオピァ(第2次)

中部マイクロウェー

ブ回線網建設計画調

査(注)

パ ラグ ァイ

マ イ ク ロウ ェー ブ回

線網,衛 星通信地球

局建設計画実施設計

調査(注)

ペ ノレー

電気通信施設復旧及

び放送施設新設計画

調査(注)

損
数
遣
間
派
期

llO日

70日

70日

70日

120日

8

9

io

is

7

勾 容

予備調査に基づく本調査,建 設費概

算見積り作成及び技術仕様書作成

中部地区の3区 間回線に対する技術

的調査の実施及び回線技術設計書の

作成

衛星通信地球局及び国内マイクロウ

エー ブ 回線2ル ー トに つ い て の実 施

設計調査

大地震により壊滅した同国北部各都

市の電気通信網及び放送施設の新設

計画調査

(注)こ れ らの 調査 に あ た っ ては,調 査 完 了 後,報 告 書説 明 の ため,エ テ ィオ ピァ

(44年 度 分)に つ い て は44年 度 に14日 間2名,エ テ ィオ ピア(45年 度 分 第1次

及 び 第2次)に つ い て は46年 度 に14日 間2名,パ ラグ ァイ につ いて は46年 度 に

20日 間4名,ペ ル ーに つ い て は46年 度 に15日 間3名 の調 査 団 が 派 遣 され た 。
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した タイ電 気通 信訓練 セ ンターが最初 であ るが,以 来,パ キ スタン電

気通信研究 セ ンター,メ キシ コ電気通信訓練 セ ンター及 びイ ラン電気

通 信研 究 センターの3セ ンターを加 え計4セ ンターが設置 さ れ て い

る。各 セ ンターの概要 は,第3-8-6表 の とお りであ る。

第3-8-6表 海外電気通信訓練 ・研究センターの概要

セ ン タ ー の 名 称

タイ ・モンクット王工科大学(旧

タイ電気通信訓練センター)

パキスタン電気通信研究センター

メキシコ電気通信訓練センター

イラン電気通信研究センター

開 設 年 月

35年8月

(44年度大学に昇格)

38年11月

42年12月

47年9月

機 材 供 与

総 計1億3,241万 円

総計1億611万 円

総計 9,277万 円

総 計1億1,924万 円

(イ)47年 度における技術協力の実績

i研 修員の受入れ

47年度においては,日 本 ・メキシコ両国の親善を強化するため,新

たに日本 ・メキシコ交流計画に基づき,電 気通信関係の特別 コースを

設けて計10名 の研修員を受け入れた。集団研修 コースとしては,従 来

の衛星通信 コースを2分 割 し,地 球局保持国を対象 とす る衛星通信第

1コ ース及び地球局未保持国を対象 とする衛星通信第2コ ースを新設

して研修内容の拡充強化を図った。 この結果,集 団研修 コースは計11

コースとなったが,そ の内容,期 間,受 入れ人員等は次のとお りであ

る。

(i)国 際テレックス通信 コース

国際テレックス通信に必要なパラメ トロン,ト ランジスタ,集 積

回路,ARQ装 置,テ レックス交換設備等に関する講義,実 習を行

い,知 識 と技術を習得させることを 目的 とする約3か 月のコースで
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あ り,8名 が参加 した。

(ii)短 波 無線 コース

国際 固定通信用短波送受信機,ア ンテナ機器等 の運用 と保守 に関

す る知識 と技術 を習得 させ ることを 目的 とす る約2か 月 のコースで

あ り,7名 が参加 した。

(iii)電 話 交換 コース

クロスバ交換機 を中心 として電子交換機 を含む最新 の電話交換設

備に係 る広範 な知識 を習得 させ ることを 目的 とす る約3か 月の コー

スで あ り,14名 が参加 した。

(iv)国 際 電信電話業務 コース

国際電報,国 際電話,テ レックス等国際電気通信業務全般の運営

及び管理に係 る知 識 と技術 の紹介を 目的 とす る約2か 月半 のコース

であ り,11名 が参 加 した。

(v)マ イ クロウ占一ブコース

マイク ロウ ェーブ通信技術 の導入,改 善,開 発 にたず さわ る技 術

者を対象 とし,我 が国のマイクRウ ェーブ通信 に係 る技術 と知識を

習得 させ ることを 目的 とす る約3か 月 のコースであ り,12名 が 参加

した。

(vi)搬 送 電話 コース

搬送電話 の設計,す え付 け,保 守等に関す る最新 の技術 と知識を

習得 させ るこ とを 目的 とす る約3か 月 の コースであ り,13名 が参加

した。

(Vll)電 話 線路 コース

最新 の電話屋外施設 について,そ の理論,設 計,保 守 に関す る知

識 と技術 を習得 させ ることを 目的 とす る約3か 月の コースであ り,

12名 が参加 した。

(vni)衛 星 通信 コース(第1及 び第2)

衛 星 通信Y'係 る基礎 的知識 を付与す ることを主眼 とし,衛 星通信



一404一 第3部 各 論

機器の操作及び保守技術を詳細にわた り習得させることを目的 とす

る約3か 月のコースであるが,受 入れ人員は,第1が10名,第2が

6名 であった。

(ix)ア ジア電気通信開発セ ミナー

アジア地域の開発途上各国の電気通信主管庁又は同企業体の局長

級幹部を対象 とし,我 が国の電気通信の現状紹介とあわせて,各 国

電気通信運営上の諸問題を提出討論 し,各 国の電気通信の開発に寄

与す ることを目的 とする2週 間のセ ミナーであ り,11名が参加 した。

(x)電 気通信幹部セ ミナー

アジア地域以外の開発途上各国の電気通信主管庁又は同企業体の

局長級幹部を対象 とし,我 が国の電気通信の現状紹介 とあわせて,

各国の電気通信事業運営上の諸問題を提出討論 し,各 国の電気通信

の発展に寄与することを目的とする2週 間のセミナーであり,47年

度は中南米各国を対象として,こ れらの国から11名が参加 した。

47年度の研修員の受入れは,コ ロンボ計画で53名,中 近東アフリカ

計画で26名,中 南米計画で43名,ITUベ ースで7名,日 本 ・メキシ

コ交流計画で10名,合 計139名(集 団115名,個 別24名)で 政府計画全

体 の7.9%に 相当す る。電気通信分野における研修員の受入れは,政

府計画の他の分野に比べてアジア地域に片寄ることなく,中 近東アフ

リカ地域,中 南米地域 とも比較的バランスを保って実施されているこ

とが特徴である。

ii専 門家の派遣

47年度においては,46年 度からの継続派遣のものを含めて,コ ロン

ボ計画で8名,中 近東アフリカ計画で4名,中 南米計画で3名 及 び

ITUベ ースで16名,計31名 の専門家が派遣されたが,そ の内訳は 第

3-8-7表 のとお りである。

111開 発調査

47年度に実施 した開発調査は,タ イ国バ ンコック首都圏電話中継線
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電気通信関係専門家派遣の47年 度実績

計 画 別

コ ロ ンボ計 画

ス リ ・ラ ン カ

マ レイ シ ア

タイ

イ ン ドネ シ ァ

カ ソボ デ ィ ア

中近 東 ア フ リカ計 画

エ テ ィオ ピア

ヨル ダ ン

中 南 米計 画

ボ リ ビァ

ペ ノレー

ITUペ ー ス

ヴ ィエ トナ ム

タイ

イ ン ドネ シ ア

エ カ フ ェ地 域

ス リ ・ラン カ

ァ フ ガ ニ ス タ ン

ク ウ ェイ ト

イラ ク

ヴ ェネ ス エ ラ

人員数

計8名

3

1

1

且

2

4

1

2

1

3

1

2

6

1

2

4

1

1

1

1

1

1

2

1

計

計

計

任 務

電気通信網改善計画指導

衛星通信地球局保守運用指導

電報自動中継交換計画指導

ジャカルタ電話網計画指導

テレックス装置すえ付け指導

マイクロウェーブ保守運用指導

マイクロウェーブ搬送訓練指導

衛星通信地球局保守運用指導

電話交換計画指導

電話交換及びマイクロウェーブ計画指導

マイクロウェーブ,無 線教官

電信及び方式設計教官

インドネシア訓練センター教官

アジア電気通信網投資前調査

無線教官

搬送教官

無線計画指導

電信教官

教官長

無線計画指導

電話教官

Aof31
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網実施設計等5件 であったが,こ れ らはほとんど予備調査的なもので

あ り,本 格的な調査団の派遣は48年度以降に行われ ることとなる。そ

のため47年度は開発調査関係の専門家の派遣は比較的少なかったが,

48年度以後本調査団の派遣に伴い大幅な増加が期待 される。47年 度に

実施 した開発調査の概要は,第3-8-8表 のとお りである。

第3-8-8表 電気通信関係開発調査の47年 度実績

調 査 別

タイ

バ ンコック首都圏電

話中継線網実施設計

中南米諸国プロジェク

ト選定確認調査

ヴィエ トナム

地球局建設計画調査

インドネシァ

ジャカルタ首都圏電

話網拡充計画事前調

査

カンボディア

電気通信整備拡充計

画事前調査

計5件

派遣期間

30日

15日

17日

21日

14日

9日

人員数

2

z

i

5

3

z

15

内 容

バンコック首都圏電話網拡充計画に伴

う局外施設中継線路網の実施基本計画

の作成及び実施設計に関して,タ イ政

府とその作業範囲等を折衝するため派

遣

同上作業の進ちょく状況調査及び作業

管理のため派遣

ペルー及びグァテマラ両国に対する技

術協力プロジェク ト選定確認のため派

遣された政府 ミッションに,電 気通信

放送関係者として参加

ヴィエ トナム衛星通信地球局建設計画

について,そ の可能性調査のため派遣

ジャカルタ首都圏電話網拡充計画実施

に関 し,調 査作業の範囲,受 入れ条件,

便宜供与等について,同 国政府 と折衝

のため派遣

ヵンボディァ電気通信整備拡充計画に

ついて,資 料収集の上今後の技術協力

の進め方について同国政府 と折衝のた

め派遣
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iv海 外 技術協力 センター

海外技術協力 センター としては タイのモ ンク ッ ト王工科大学(旧 タ

イ電気通信訓練 センター),パ キス タン及びイ ランの両電気通信研究 セ

ンター並びに メキシ コ電気通信訓練 セ ンターの4セ ンターが あるが,

これ らはいずれ も良好 に運営 されてお り,我 が国の海外技術協力 セソ

ターのなかで も非常 に成功 してい るもの として高 く評価 されてい る。

第3-8-9表 海外電気通信訓練 ・研究センターの動向

… 一名1 動 向

(
旧
タ
イ
電
気
通
信
訓
練

セ
ン
タ
i
)

タ
イ

・
モ

ン
ク

ッ
ト
王
工
科
大
学

タ

ー

通

信

研

究

セ

ソ

。ハ
キ

ス
タ

ン
壁
唱
気

研
究

セ
ン
タ
ー

イ

ラ
ン
電
気
通
信

訓
練

セ
ン
タ
ー

メ
キ

シ
コ
電
気
通
信

現在,同 大学通信工学科に対 し,電 気通信 ・放送関係から7名 の専

門家が派遣されており,更 に,電 子回路設計専門家1名 の派遣方準備

中である。47年 度の機材供与額は6,605万 円である。

同大学では,目 下,校 舎移転を含む同大学の整備計画を推進中であ

るが,現 在地ノンブリからラカバソ地区への校舎新築移転計画につい

ては,我 が国からの無償援助として,校 舎,実 験室,図 書館の建設費

が47年 度予算で1億4,900万 円認められており,更 に48年 度 において

も約2億 円の供与が計画されている。

また,我 が国の専門家が現在受け持っている教科目を早期にタイ側

へ引き渡すためのカウンタパー ト養成についても,46年 度か ら47年度

まで8名 を受け入れ,目 下,日 本大学,東 海大学等で訓練中である。

電気通信関係から4名 の専門家が派遣されている。47年 度の機材供

与額は,4,660万 円である。

パキスタン政府は,本 研究センターについて,現 所在地ハリプール

からイスラマバッドへの移転並びに拡充を計画してお り,総 額273万

4,000ド ルに及ぶ無償援助を日本政府に期待している。

本センターは,45年8月 に両国政府間でセンター協定が調印され,

開設準備が進められてきたが,47年9月2日 に開所式が行われて正式

に発足した。

電気通信 ・電波関係から8名 の専門家が派遣 され,研 究指導等に当

たっている。47年 度の機材供与額は,3,765万 円である。

本センターに対 しては,当 初9,403万 円の機材供与を行ったが,46

年7月,セ ンター協定の延長に伴い,47年 度にデータ通信用機材等約

9,000万 円 の追加供与を行い積極的な協力を行っており,電 気通信関

係から6名 の専門家が派遣されている。

メキシコ政府は,49年 完成を目標に トラルバ ン地区に大規模な新校

舎の建設計画を進めており,完 成後は,他 の中南米諸国からの研修員

を受け入れる第3国 研修の実施を検討している。
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47年 度 中におけ るこれ らのセ ンターの主要 な動 向は,第3-8-9表 に

示 す とお りであ る。

ウ.電 波 ・放送関係

(ア)46年 度 以前 におけ る技術協 力の実 績

i研 修 員の受入 れ

開発 途上 国の放送 事業体 におけ るマ ンパ ワーの量的,質 的不足 は深

刻であ る。

36年 ごろか ら,相 手国の個 々の要請 に応 じて研修員を受け入れ てい

たが,38年 度 以降,集 団研 修 コースを設 け,開 発途上国に対 し積極的

に研修 の場を用意す ることと した。 その結果,46年 度 現在4コ ース

(教育 テ レビジョン番組 コース,テ レビジ ョン放 送技 術 コース,テ レ

ビジ ョン放送管理 コース,放 送幹部 セ ミナ ー)が 設 け られて いる。46

年 度 までにこれ ら集団研修 コースに よ り計312名 を 受け入れ てきてい

る。 なお,48年 度 には,ラ ジオ放 送技術 コースを新設す る ことを予定

している。

また,集 団研修 コースに含 まれ ない分野(海 上無線,電 波監視等)

に ついては個別研修を行 ってお り,46年 度 までに計115名 を 受け入れ

て きている。

11専 門家 の派遣

電波 ・放送関係 の専門家派遣は,35年 か ら始 ま り,既 に12年 を経て

いる。 この間,開 発途上 国か らのこの分野におけ る要請 は強 く,年 平

均13名 を各国に派遣 してい る。

46年 度 までに コ ロンボ計画で118名,中 近東 ア フ リカ計 画で12名,

中南米計画 で18名,ITUベ ースで1名,計149名(同 一人 が2年 度 に

わ た り派遣 された場合には2名 とす る。)の 専 門家 を派遣 した。

これ らの派遣専門家は,主 と して相手国政府 の放送関係技術者層 の

不足 を補 うため,相 手国放送事業体に おい て,テ レビジ ョ ン 放 送 技

術,テ レビジ ョン番組制作,放 送局 の建設,保 守及 び運 用,要 員の訓
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練,市 場調査,地 方局の監督等についても指導を行 うものであるが,

特に最近は政策顧問的な任務の要請 も増加 しつつある。

iii開 発 調査

41年 度 に始 ま った放送関係 の調査団派遺 は,第3-8-10表 に 示 す

とお り46年 度 までに5件 を数 えた。 この うちタイ(41年 度),パ キ ス

タン(42年 度),ウ ガ ンダ(43年 度),カ ンボデ ィア(46年 度)に 対す

る ものは,放 送網拡充計 画及 び運営計画を作成 し,技 術的 ・経 済的 フ

ィー ジビリテ ィについて勧告す ることを 目的 とす る調査で ある。

第3-8-10表 電波 ・放送関係開発調査の46年 度までの実績

年度 調 査 別 人員派遣期間
数 内 容

41タ イ

テ レビジョン放送網

建設計画調査

lOl日7テ レビジaン 放送網拡充計画策定

のための調査

42パ キスタン

テ レビジaン 放送網

建設計画調査

104日8東 西パキスタンにおけるテレビジ

ョン放送局の位置,放 送区域,中

継方式の決定等のための調査

43ウ ガンダ

テレビジョン放送網

拡充計画調査(注)

111日9テ レビジョン放送網拡充計画策定

のための調査

44 カ ンボ デ ィ ア 49日 6 プ ノ ンペ ソ～主 要 都 市 間 マイ ク ロ

電気通信及びラジォ ウェーブ回線網建設調査及びラジ

・テ レ ビジaン 放 送 オ ・テ レビジョン放送網整備拡充

網拡充計画予備調査 に関する予備調査

46 カンボディア

ラジオ ・テレビジa

ソ放送施設拡充計画

調査

25日4 プノンペ ンラジオ ・テレビジョン

放送施設の整備拡充計画に関する

調査並びに同計画の実施に対する

具体策の勧告

(注)本 件調査については,調 査完了後,報 告書説明のため,

派遣された。

44年 に18日 間2名 が
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また,カ ンボディア(44年 度)に 対するものは,放 送網の整備拡充

計画を策定するための予備調査である。

(イ)47年 度における技術協力の実績

i研 修員の受入れ

47年度に実施 した集団研修コースは,次 のとお りである。

(i)教 育テレビジョン番組コース

教育テレビジョン番組に関する映像効果,ア ニメーション技術,

番組編成等の講義実習等を通 じ,教 育テレビジョン番組制作に必要

な知識,技 術を習得させることを目的 とする約2か 月のコースであ

り,12名 が参加 した。

(ii)テ レビジョン放送技術 コース

テ レビジョン放送技術の基礎知識及びテレビジョン放送機器の運

用 ・保守に関する最新の技術を習得 させることを目的とする約3か

月のコースであり,11名 が参加した。

(iii)テ レビジョン放送管理コース

放送法制,財 政,世 論調査,放 送番組,テ レビジョソ放送技術の

大要等テレビジョン放送の管理運営にあたる中堅幹部職員 として必

要な知識を習得させることを目的 とする約2か 月のコースであ り,

8名 が参加 した。

(iv)放 送幹部セ ミナー

放送事業に携わ る各国高級幹部職員に対 し,我 が国の放送の現状

を紹介し,放 送に関する諸問題についての討論を通 じて,各 国の放

送事業の発展に寄与することを目的とする2週 間のコースであり,

6名 が参加 した。

上記集団研修コース以外に個別に受け入れたものは6名 であるが,

うち3名 に対 してはテレビジョン番組制作の,他 の3名 に対 しては海

上無線通信の研修を実施 した。

ii専 門家の派遣
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47年 度 においては,46年 度 か らの継続派遣の ものを含 めて,コ ロン

ボ計画 で22名,中 近 東ア フ リカ計画 で7名,中 南米計画 で5名,計34

名 の専門家が派遣 されたが,そ の内訳は第3-8-11表 の とお りで あ

る。

第3-8-11表 電波 ・放送関係専門家派遣の47年 度実績

計 画 別

コ ロ ンボ計 画

バ ング ラデ シ ュ

タイ

マ レイ シア

イ ン ドネ シ ァ

ヴ ィエ トナ ム

中近東アフリカ計画

ウガンダ

マ リ

中南米計画

ペ ノレー

パ ナ マ

合 計

人員数

計22名

6

1

3

2

4

1

1

2

2

計7

4

3

計5

2

3

34

任 務

ラジオ ・テレビジaン 放送網の拡充改善計画

指導

テレビジョン放送網の拡充計画指導

テレビジョン送信機保守指導

テレビジョン放送技術指導

ラジオ ・テレビジョン放送網拡充計画指導

通信施設拡充計画調査

沿岸無線通信技術指導

ラジオ ・テレビジョン放送網拡充計画の経済

調査

テレビジョソ番組用フィルム処理指導

テ レビジョン放送技術指導

テレビジョン放送局の置局計画指導

テレビジョン放送局の置局計画指導

教育テレビジョン番組指導
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iii開 発 調査

47年 度 に実施 した開発調査は,ザ イール放送 セン ター建設計 画調査

及 びガーナ テ レビジ ョソ放送網拡充計画調査,ザ ン ビアテ レビジ ョン

放送網拡充計画調査 であるが,そ の概要 は第3-8-12表 の とお りで

あ る。

第3-8-12表 電波 ・放送関係開発調査の47年 度実績

調 査 別

ザイール

放送センター建設計画

調査

ガーナ

テ レビジョン放送網拡

充計画調査

ザンビア

テレビジョン放送網拡

充計画調査

派遣期間

64日

40日

人員数

6

7

内 容

ザイールの放送セソター建設計

画の構想に関する調査並びにガ

ーナの新設予定のテレビジョン

放送局及び中継用'マイクロウェ

ーブルー トの調査

ザ ンビアのテレビジaン 放送網

拡充計画の再検討及び同放送網

の実施設計のための調査

(3)資 金協力

通信分野における資金協力は,37年 度にパキスタンの電信電話施設拡張計

画に対 して日本輸出入銀行から供与された円借款に始まるが,そ の後漸次増

加 し,対 象プRジ ェクトもマイクロウェーブ建設,電 話網拡充整備,衛 星通

信地球局建設,テ レビジョン放送局建設等多岐にわた り,被 供与国もアジア

地域から中南米地域に拡がってきている。また,借 款供与機関 も,当 初は,

主 として日本輸出入銀行であったが,最 近では,日 本輸出入銀行による借款

よ りも融資条件のソフトな海外経済協力基金によるものが増加 している。47

年度末までの円借款供与プロジェクト数は49件 であ り,そ の内容は第3-8-

13表 のとお りである。 このほか47年度末までに,無 償協力 として,シ ンガポ

ール通信衛星地球局建設,タ イ ・ラオス間マイクロウェーブ回線建設及びタ

イ ・モソクット王工科大学(旧 タイ電気通信訓練センター)校舎等建設の三つ



第3-8-13表 通信分野における円借款一覧

年度

37

38

39

40

41

供与約束
成 立年
月 日

38.1.31

38.9.21

39.10.5

40.4.26

40.6,22

40.7.4

41.11.22

相 手 国

パ キ ス タ ン

パ キ ス タ ン

パ キ ス タ ン

台 湾

韓 国

イ ラ ン

マ レイ シア

対 象

電信電話施設拡張計画

マ イ ク ロ ウ ェー ブ施 設 計 画

テレビジョン放送局整備計画

通信施設改善計画

市外電話拡張計画

…R・ 一 欄 画

西マレイシァ加入電話網拡充計画

西マレイシァ通信計画

西マレイシアラジオ ・テレビジョソ

放送網整備計画,

金 額
(百万円)

572

計572

37

計37

864

計864

1,278

1,525

6,120

計8,923

1,350

i,eaz

3,814
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)

5

'

〃
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年度

41

供与約束
成 立
年 月 日

41.11.22

41.且1.23

4242,10.17

3.1.12

43 43.7.2

一
「1

441144.7.4

相 手 副 対 象

マ レイ シア

ナ イ ジ ェ リア

パ キ ス タ ン

タ イ

東マレイシァラジオ放送局整備計画

同軸ケーブル建設計画

テレビジョソ放送局整備計画

首都圏電話増設計画

金 額(百万円) り

　麗与関
供
機 輔鱗1糊

イ ン ドネ シ ァ

404輸 銀5.75518終 了

未 定 ・'"・'"o

計7,450(ナ イ ジ ェ リア分 を 除 く。)

252

5,303

計5,555

沿岸無線網整備計画

ジャワマイクロ計画

イ ン ドネ シ ア

艇 ・
if7(CABEI)銀

45.z.7パ キ ス タ ン

東部'マイクロ計画

沿岸無線網整備計画

中米5か 国を結ぶマイクロウェーブ
網建設計画

電信電話発展計画

ラジオ放送網整備計画

461

871

計1,332

523

315

2,304

756

648

計4,546

銀輸

17

5.50

5.75

金基

11

金

F
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'
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,
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,

''

05
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3
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1
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ナ間w
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年度
供与約束
成 立
年 月 日

相 手 国 対 象 金 額(
百万円)

供与機関 年利(%)馨講 蠣 備 考

45.6.23 イ ン ドネ シ ァ 東部マイクロ計画 2,027 基金 3.50 7 ao 一 部 デ ンパ サ ル ・
マ カ ッサ ル 間

通信施設改善計画 1,113 「' 〃 " 「' 一 部 電 話 ケ ープ
ル,ARQ,テ

レ ッ ク ス,

MF等

45.10.9 シ ンガポ ール 衛星通信地球局建設計画 392 〃 4.50 5 " 終 了 インド洋衛星
用

計5,332

4646.6.30イ ン ドネ シ ァ

46.6.30イ ン ドネ シ ァ

46.8.9台 湾

46.ll.26フ ィ リ ピ ン

47.2.26南 ヴ ィ エ トナ ム

47.3.15シ ン ガ ポ ー ル

47.3.29ベ ル ー

47.3.29マ レ イ シ ァ

沿岸無線網整備計画

ジャヵルタ電話ヶ一ブル計画

スラウェシVHF計 画

電信電話拡張計画

行政通信計画

首都圏電話網拡充計画

衛星通信地球局第2ア ンテナ建設計
画

マイクロゥェーブ建設計画

電話網拡充計画

未 定 基 金3.00

未 定""

未 定"3.00

5,400輸 銀5.50

未 定 基 金3.50

2,030〃3.00

800/f4.50

4,000輸 銀5.50

未 定"rr

7

"

7

3

7

7

5

5

"

25

〃

25

isi‐

ao

25-4

20-
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181-一
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0

部

部
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部

部
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鯨

圖
號
麟

濫
鳳
q

圖
聚
爵
廿

ー

自
㎝
ー



年度

47

束
立
日

鞠

月

供
成
年

47.4.12

47.7.24

47.8.14

47.11.21

8.1.23

48.1.24

相 手 国

タ イ

イ ソ ドネ シ ァ

中米経済統合
銀行
(CABEI)

パ ラグワイ

ザ γ ビ ァ

韓 国

対 象

ラジオ放送中継局拡充計画

テレビジョン放送網拡充計画

テレビジョン網拡張計画

首都圏電話施設拡張計画

地方電話施設拡張計画

長距離電話回線設備拡張計画

沿岸無線網整備計画

ジャカルタ電話ケーブル計画
ジャヵルタ ・ボゴール間同軸ケーブ
ル計画
ラジオ放送網拡張計画

テレビジョン網拡張計画

中米5か 国テレコム計画

マイクロウェーブ通信施設建設計画

衛星通信地球局建設計画

ラジオ及びテレビジョン放送網拡張

計画

通信施設拡張計画

金 額

(百万円)

未定

未定

計12,230

定

定

定

定

定

定

定

定

定

未

未

未

未

未

未

未

未

未

616

z,ioo

i,soo

未 定
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の プ ロジェク トについ ての贈与並びに フ ィリピン電気通信施設拡張 改善 プロ

ジェク トに対 して賠償 による援助が行われた。

3国 際協力の今後の展望

1970年 秋の第25回 国連総会で全会一致採択 された70年代の世界開発戦略 と

しての 「第2次 国連開発の10年」は,そ の目標の一つ として,先 進国による

援助量の拡大をあげている。具体的には,先 進国の援助量がおそくとも1975

年までにGNPの1%に 達すること,そ して政府開発援助も同時 期 まで に

GNPの0.7%に 達することを求めている。

我が国の場合,援 助量全体はほぼ対GNP比1%に 近づいている(47年 で

0.93%)が,政 府開発援助のGNPに 対する比率は,47年 で0.21%(金 額で

は約6億1,000万 ドル)と 非常に低 く,前 述の目標に達するためには,更 に

一層の努力を必要としている。

このような世界的す う勢のなかで,我 が国の国際協力活動は資金協力,技

術協力いずれの面においても一層増大 していくものと思われる。

通信分野における技術協力は,量 的にみて現在我が国の技術協力のうちで

1割 強の比率を占めてお り,質 的にも最 も効果をあげている部門の一っであ

る。しかし,今 後一層増大 してい く技術協力の要請に対 して,協 力態勢の本

格的な充実強化を図るべき時期がきているといわなけれぽならない。

現在の研修員受入れは,郵 政省のほか電電公社,国 際電電,NHK等 にお

いて,自 社職員の研修のための施設を利用し,ま た指導者も他の本務を抱x

た人たちがスケジs一 ルをや りくりしてあたっているのが実情であ り,今 後

の研修需要を考xる とき,通 信分野における専門研修施設を設ける必要性が

痛感される。

また,専 門家の派遣についても,こ れまでの専門家があげてきた成果の上

に,更 に大 きな国際的寄与をするためには,層 の厚い専門家の養成が必要で

ある。この意味で・上述の研修施設が同時に専門家養成の場としての機能を

持つ ことが期待される。




